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フェアユース導入はコンテンツ産業にプラスか

マイナスか

田中辰雄１
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｡

あらまし

フェアユース(企iruse)の法理とは，一定の条件を満たせば著作権者の許可なしで作品を

利用できることである。アメリカでは，フェアユースがあるため他の国より著作物の利用が

進み，これがアメリカ経済の利益になっているという指摘があり，アメリカ以外の国でもフ

ェアユースを導入する動きがある．一方，日本でのフェアユースは導入への動きは鈍い2．

それはコンテンツ産業の利益を害するものとして認識されているからである．

はたして，フェアユースはコンテンツ産業の収益を減らすのだろうか増やすのだろうか．

本稿ではアメリカ型フェアユースを導入した台湾を対象とし，フェアユース導入（トリート

メント群)と非導入(コントロール群)との差の差を比較するＤＩＤ(DiffbrenceinDiffbrences）

の手法を用いて検討を行った．

結論として，台湾のコンテンツ産業はフェアユース導入にともなって付加価値と雇用者

数がともに増えていることから，フェアユース導入が産業を成長させていると判断できる．

したがって，フェアユースは権利者の利益を増やす可能性が高い．台湾の場合，フェアユー

スの導入によって,コンテンツ産業の成長率は付加価値伸び率で40％,雇用者数伸び率20％

程度底上げされたと考えられ，これがフェアユース導入の利益となる．

'慶応義塾大学経済学部准教授・国際大学グローバル・コミュニケーション・センター主幹研究員
２日本におけるフェアユース全般の解説としては中山(2009)を参照
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1．フェアユースの現状と利点

フェアユース導入の現状について簡単に概説する．フェアユースとは権利者に許諾を受

けることなく,作品を利用できる法理のことである．アメリカでは同国著作権法１０７条に規

定され，次の４要件を元にフェアユースかどうかが判断される．すなわち，（１）利用目的に

公共性があるか，（２）著作物がニュースなど単なる事実であるか，（３）利用が全体に比して

一部分（引用）にとどまるか，（４）元の権利者の収益を害しないか．この４要件はすべて満

たす必要はなく，どの要件をどれくらいの重みで適用するかは裁判所の判断に任される．具

体例を示さない一般的規定なので，具体的にある利用方法がフェアユースとして許される

かどうか裁判所で争うまでわからない，という点で予見可能性が低いという難点がある．し

かし，その反面,技術革新や新ビジネスの登場に伴う新しい利用形態に迅速に対処できる利

点がある．

これに対してイギリスでは，無許諾で利用が可能な利用形態を，たとえば障碍者向けの翻

訳はフェアユースとして認める，など具体的に列挙する方法がとられている．この方法は，

具体的な利用形態が示されるので,合法か違法かが事前に予見可能という利点があるが，そ

の代償として，新しい利用方法が登場した時に自動的にそれを排除してしまうので，どうし

ても利用が制限的になる欠点がある．

実際にフェアユースによる作品利用が進んでいるのはアメリカなので，フェアユースと

いえばアメリカ型が話題になることが多い．実際，最近，フェアユースを導入する国は，ア

メリカ型フェアユースを導入する場合が多く，なかには従来イギリス型だったフェアユー

スの規定をアメリカ型に切り替えた国もあるほどである．本稿でもアメリカ型フェアユー

スを扱い，単にフェアユースと言った場合，アメリカ型フェアユースをさすとする．

ちなみに，日本では一時期フェアユース導入が議論になり〆何年間かかけて一部導入され

たが，無許諾での利用方法を列挙するイギリス型であったため，制限色が強いものとなった．

フエアユースの経済的利点は２点にまとめられる3．第一は，コンテンツの新しい利用方

法に迅速に対応できることである．古典的事例はビデオデッキの事例で，アメリカでビデオ

デッキが登場した時,映画会社が著作権法を盾に販売差し止めを求めたのに対し,裁判所は

これをフェアユースの範囲内として訴えを退けた．これによってレンタルビデオという新

3本稿ではとりあげないが，個別列挙方式ではなくフェアユースのような一般規定で対処することには経

済的観点以外の利点も指摘される．ひとつは，法執行上，違反事例が頻発するときは個別列挙方式がよ

く，違反事例が少ないときは一般規定がよいとされるからという点である．交通違反は違反が無数に発生

するので，予見可能性を高めるため，また実際に違反事例が多くて網羅的に列挙ができるために個別列挙

方式になっている．著作権違反はそれに比べて違反事例ほ稀であり，網羅的列挙は難しく，一般規定のほ
うが望ましいことになる．もうひとつの利点として政治バイアスを廃して公平性が保てるという利点も指

摘される．個別列挙方式では対象が立法過程で決まるために政治的なバイアスが入りやすい一般規定に
しておけば適用は司法の場で決まるため，政治的に立場の弱い人の声も反映できる．田村（2010）はこの

政治バイアスの問題を重要視している．

２
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しい市場が立ち上がり，人々の福利厚生は増加し，映画会社にとっても新たな収益源になっ

た4．

検索エンジンにも似た問題がある．検索エンジンはウェブの内容をいったん読み取り，そ

の一部を保持，表示する．他人の著作物をいったんコピーして「利用する」ため，日本では

著作権上の合法性が問われ，－時,検索エンジンの開発が滞った．アメリカでは検索エンジ

ンでの一時的なコピーの利用はフェアユースの一部と考えられて検索エンジンの開発が進

み，グーグルのような巨大な企業が誕生するきっかけとなっている（城所,2009)．

最近のクラウドサービスでも同様の問題が発生している．クラウドサーピスでは，ユーザ

は購入した音楽をクラウドに置き，スマートフォン，パソコン，音楽プレイヤーなど好きな

機器で聞くことができる．しかし，日本では著作権法上の位置づけがあいまいでこのサービ

スの立ち上がりが遅れた．アメリカではフェアユースの一部と認識され，日本よりサービス

の立ち上がりが先行している．このようにフェアユースには新しい利用方法を迅速に導入

できるという利点がある

フェアユースの第二の利点は,既存の作品を使って新しい作品をつくる再創造・二次利用

の促進である．音楽のリミックスは既存の音楽の断片を組み合わせて新しい音楽をつくる

ことで,既存の音楽の断片を自由に使えることが前提になる．パロディ作品も既存の作品に

手を加えることが多く，これも既存の作品を自由に使えなければ制作困難である．日本の場

合でいえば同人市場がもっともフェアユースの恩恵を受ける市場である．同人市場は既存

作品のキャラクターや世界観を使って描かれるものが多いためである．日本の場合,同人市

場は新人漫画作家の育成のインキュベーション機能を果たしており，日本の漫画産業隆盛

の基礎になっている．

なお，同人市場については，フェアユースがなくても日本ですでに同人市場が隆盛してい

るではないかという指摘があるかもしれない．しかし，現状の同人市場はフェアユースがな

いため著作権上では限りなく違法に近い存在である．現在は多くの漫画作家や出版社が同

人市場の新人インキュベーション機能を認めて，差し止め訴訟などをしないがために，かろ

うじて存在を許されているに過ぎない．すなわち法的な基盤はきわめて弱い．たとえば，著

作権が非親告罪化されて誰でも訴えることができるようになれば，同人市場は深刻な打撃

を受ける恐れがある．フェアユースの導入はこのような打撃を防ぎ，同人市場の法的な存在

某礁を確立できる利点がある．

このようにフェアユースの利点は多く指摘される．このような認識を受け，アメリカ以外

の国がフェアユースを導入する事例が出てきた．事例を表１にまとめる．なお，ニュージー

Ｊなお，フェアユースのない日本でビデオデッキが問題なく普及したのは，日本の著作権法に家庭内の私
的利用については録音録画を認めるという例外条項（著作権法３０条）があったためである．この条項は
日本における一種のフェアユースと解釈できないこともないが，家庭内の個人的利用に限られるため適馬
範囲が狭く，フェアユースほどの汎用,性がない．近年ネットの普及に伴って登場している新たな利用方
法，たとえば検索エンジンやクラウドサービスなどは家庭内の私的利用とは言えず，著作権法３０条では
対処できない．

３
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ランドと香港は英国型のフェアユースを導入している．

表１フェアユース導入国の事例

導入国 導 入 年 概 要

台湾

フィリピン

シンガポール

イスラエル

韓国

１９９Ｚ

１９９７

２００４

ＺＯＯ７

２０１１

米国型フェアユースを導入

米国型フェアユースを導入

英国型だったフェアユースを米国型に変更

英国型だったフェアユースを米国型に変更

米国型フェアユースを導入，同時に３ステップテストも導入

フェアユース導入に反対する立場は，フェアユースがコンテンツ産業の収益を害し，権利

者の利益を損じるものと認識している．フェアユースは著作物を無許可で利用できるよう

にする制度であるから，権利者の権利が制限されるという意味では,確かに権利者にとって

不利な制度である．

ただし，これまでにフェアユースを廃止した国は知られていない世界の潮流はフェアユ

ースの導入に向かっているように見える．これらの国のなかではコンテンツ産業の育成に

熱心な韓国が導入しているのが注目に値する．フェアユースがコンテンツ産業の利益にな

らないのなら，韓国のような国がフェアユースを導入するのは不可解であろう．

2．データと分析手法

本稿では，フェアユースの導入によってコンテンツ産業の規模が拡大するかどうかを検

証する．フェアユースに関連する産業としてはコンテンツ産業以外にもソフトウエア産業

があるが，ソフトウエア産業は標準化競争やハードウエアとの一体化,ベンチャー企業の優

位性などソフトウエア産業特有の要因が成長率を大きく左右し，またソフトウエアは輸出

入あるいは海外開発が盛んなため，国単位で政策変化の効果を分析しにくいという難点が

ある．これに対し,広く文化産業ともいわれるコンテンツ産業はどの国でも似たような規模

で存在し,主として国内市場を相手に,国民の所得上昇とともにゆるやかに成長することが

多く，政策変化の影響を計測しやすい，

政策変化の効果を見るためには，政策を導入した場合と導入しなかった場合との比較を

するのがよい．このような比較方法はDID①iffbrenceinDiffbrences，差の差の比較)と呼

ばれる．

たとえば若年層の就職支援政策の効果をみるとする．図１ａで縦軸に若年層の就業率をと

り，ある地域で政策を導入する前がＡ点，政策導入後がＢ点であるとする．政策実行後に

就業率がＡからＢへ上がっているのであるから政策効果があったと思われるかもしれない

が,政策がなくても景気の改善など他の要因で就業率は上がっていたのかもしれないそこ

で，政策を導入しなかった地域と比較する．この政策を導入しなかった地域を見つけてきて

４
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就業率が図１ａのように同時期にＣからＤに同じように上がっているとすると，政策がな

くても就業率が同じように上がっているのであるから，当該地域の就業率の上昇は景気の

好転など他の原因のためで，政策の効果ではないとみなすことが出来る．しかし，図１ｂの

ように当該地域の就業率の上昇とＡ→Ｂの方がＣ→Ｄよりも大きいなら，政策の効果があ

ったことになる．すなわちＢとＡとの差とＤとＣとの差の大きさを比較するので，差の

差をとるこの手法をＤＩＤという政策を導入した対象はトリートメント，導入しない対象

はコントロールと呼ばれる．

回

、
頭

Ａ
■

■

ｒ

ｒ

凸

（
糾
淵
祷
叶
抑
）
四
眉
一
就
眠
笛

（
側
洲
糖
暗
抑
）
埋
垣
就
眠
笛

Ｂ
園

ｐ
ｐ

Ａ
Ｃ

政策 政策
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政策． 政策

ただし，フェアユースの場合，ひとつの国の異なる地域で異なる政策が導入されるという

理想的な状況はない台湾というひとつの国のある地域Ａでフェアユースが導入され，他

の地域Ｂでは導入されないということはないしたがって，比較対象たるコントロール産

業は，コンテンツ産業と比較的似た状況にある他の産業をとるしかない．ここでは二つのコ

ントロール産業をとる．

ひとつは,産業分類上比較的近い産業群をとる方法である．コンテンツ産業は文化産業と

呼ばれ,パーソナルサービス産業の一種に分類されている．パーソナルサービス産業には，

コンテンツ以外にも医療，ズポーツ，修理，美容院，クリーニングなどがあり，これらのパ

ーソナルサービス産業はフェアユースの影響を受けない．これらフェアユースの影響を受

けないパーソナルサービス産業をコントロールとする．産業が厳格には一致しないことに

よる撹乱は混入するが，同じ国の産業なのでマクロ的な景気動向は同じ条件になる．

もうひとつのコントロール産業として，他の国のコンテンツ産業をとる．ここでは比較的

似た発展段階にある国として韓国を選んだ．韓国もフェアユースを導入しているが2011年

と直近なので，それまでの期間を比較対象とする．国が異なることによるマクロ動向の差な

どの撹乱は混入するが，同じコンテンツ産業なので,産業の違いによるずれは少ないと期待

できる．

同じ手法でフェアユースの効果を分析した先行事例としてGhafeleandGibert(2012)が

導入前導入後

図１ａ政策導入効果がない場合

導入前導入後

図１ｂ政策導入効果がある場合

５



シンガポールについて行った研究がある．シンガポールは２００７年にフェアユースを導入し

た.彼らは著作権に関連しない冷蔵庫など電気機器産業をコントロールとし，トリートメン

トとして，箸作権関連のデジタルコピー産業（ハードディスクやレコーダーなど）とコンテ

ンツ産業をとった．分析の結果，２００７年以降にシンガポールの著作権関連のデジタルコピ

ー産業の付加価値は増加し，コンテンツ産業の付加価値は微減したものの有意な変化では

なかった．経済全体として付加価値は増加しておりフェアユースは経済にプラスであった

と結論付けている．

本稿の研究が彼らと異なるのは，コントロールとしてパーソナルサービス産業と他国の

コンテンツ産業を取っている点である．財貨とサービスの区別を考えると電気機器をコン

トロールに取るのはあまり望ましくない．また,電気機器は東アジア諸国では輸出産業であ

ることが多いので，市場規模は外国需要の影響を免れない．そこで,本稿では同じサービス

産業内のパーソナルサービスと他国のコンテンツ産業をコントロールとしてとって，この

問題を回避する．

とりあげた具体的な産業は表２のとおりである．いずれも台湾でのフエアユース導入年

である１９９２年の前後を通じてデータが継続して取れる産業を選んだ．

表Ｚトリートメント・コントロールに用いる産業群
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ト
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コ
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ト
ロ
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ル
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２

台湾コンテンツ産業（７つ）

motionpictureproduction＆distribution（映画製作・配給）

motionpictureprojection（映画上映）

radioandTVbroadcasting（テレビ・ラジオ放送）

radio％TVprogramsupplies（テレビ・ラジオ番組制作）

theatricalanddanceperfOrmances（演劇・ダンスなど舞台芸術）

musicperfOrmances（音楽演奏）

stadiumandamusementparl〈スタジアム・遊園地・テーマパーク

台湾フェアユースに関連しないパーソナルサービス産業（６つ）

automobileandmotorbikerepair自動車・バイク修理

otherrepair(electricproducts）その他電気製品などの修理

laundryserviceクリーニング
barber床屋

tailor仕立て屋

medicalandhealthcare(hospital,clinicetc.）医療サービス(病院｡クリニックなど）

韓国のコンテンツ産業（８つ）

motionpictureproduction(映画制作）

motionpicturedistribution（映画配給）

motionpictureprojection（映画上映）

radiobroadcasting(ラジオ放送）

ＴＶbroadcasting(テレビ放送）

theateroperation(劇場経営）
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データソースはいずれも両国の事業所統計である．事業所統計の調査年は５年程度の間

隔が空くので，サンプル数はそれほど多くはない．そこで，上記の産業をすべて使ったパネ

ル回帰にして自由度を確保する．なお，対象年次は，台湾が，１９７１年，１９７６年，１９８１年，

1986年，１９９１年，１９９６年，２００１年，２００６年の８年間で，韓国は１９８１年，１９８５年，１９９１

年，１９９５年，２０００年，２００５年，２０１１年の７年間である．

フェアユース導入時点(1992年)以降に台湾のコンテンツ産業の成長率が比較対象たるコ

ントロールより伸びたかどうかを見る．なお，産業を細分化してあるので，個別産業の成長

率にはトレンド的な変化がある．たとえば,テレビ産業では最初は成長率が高くしだいに低

下してくるが，ラジオ放送では当初から低く停滞的である。したがって，すべての産業につ

いてトレンド変数を入れて産業別のトレンドは取り除く．

グラフに描くと以下のようになる．図２で縦軸は産業の成長率，横軸は時間である．図

2aがコンテンツ産業,図2bがコントロールとなる産業の事例である．この場合,産業別の

トレンドとしてはコントロール産業の成長率の方が加速しているが，トレンドは問題では

ない．間題なのは１９９２年を境にして成長率が増えたかどうかである．図２ａではフェアユ

ース導入以降は成長率が増加したが，この加速は図２ｂの他の産業の増加よりも大きいす

なわち成長率の変化がコンテンツ産業のほうが大きい．もしこのような結果が得られれば，

1992年以降に，コンテンツ産業の成長率がコントロールとなる産業よりも高まったことに

なり，フェアユースが産業成長率を高めた証拠とみなせる．

19912年

廷

Ａ Ａ

19912年

勿

早
６
０
０
０
０
８
０
０
０
８
■

舟
山
悟

冊
脳
悟

□

回帰の前に記述統計で概観を見る．まず，実際の事例をひとつあげる．下の図は，台湾の

映画館(motionpictureprojection)についてグラフにしたもので，図３ａは実質付加価値の５

年前に比べての伸び率，図３ｂは従業員数の伸び率である．台湾でのフェアユースの導入は

1992年なので，影響が現れるのはそれ以降であり，図の１９９６年，２００１年,2006年の３年

７

年年

図Ｚａコンテンツ産業の成長率 図Ｚｂコントロールとなる産業の成長率

3．記述統計分析
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がそれにあたる．付加価値（図３a）では１９９６年と２００１年ははっきりしないが，２００６年

には付加価値伸び率が大きく伸びている．従業員数（図３b）では１９９１年までの低下傾向

が，１９９６年からは上昇傾向に変わったように見える．
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すでに述べたように，この上昇がフェアユースの影響かどうかはわからない．
●

陰の上昇は，経済成長にともなって他のサービス産業，や同時期の他の国のコン
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図３ａ台湾映画館の実質付加価値の推移
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1996年以降の上昇は，経済成長にともなって他のサービス産業，や同時期の他の国のコン

テンツ産業でも観察されるような一般的な傾向かも知れないからである．台湾のこの時期

のコンテンツ産業での変化がフェアユース導入のためかどうかを見るためには，比較対象

のコントロール群と比較してみる必要がある．

すべての産業について同様のグラフを書くのは煩雑なので，１９９２年以前と以後の平均成

長率を比較してみることにする．図４は台湾のコンテンツ産業とパーソナルサービス産業

について,１９９２年のフェアユース導入以前と以後の平均成長率をグラフにしたものである．

白い棒がフェアユース導入前の付加価値伸び率，黒い棒がフェアユース導入後の付加価値

の伸び率をあらわす．左端の映画製作・配給業は，フェアユース導入前の伸び率が５年で

しかし，

ﾖﾕ％

一一
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調査年
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図３ｂ台湾映画館の従業員数の伸び率推移
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28％だったのが，フェアユース導入後は５年で３７％に上昇した．コンテンツ産業全体を見

ると音楽演奏を除く６つの産業で伸び率が高まっていることがわかる．これに対して比較

対象であるパーソナルサービス産業では，同じ１９９２年前後で伸び率が上がっているのはそ

の他電気機器修理業の１つだけで，残りの５産業は伸び率が低下している．すなわち，コ

ンテンツ産業ではフェアユース導入後の産業の伸び率が比較対象たるパーソナルサービス

産業よりも高くなっている．これはフェアユースの導入によりコンテンツ産業の成長率が

上がった可能‘性を示唆する．

５年間の伸び率

- ０．５００．５１ユ.５ ２２．５旨

謝硬垂、杓

次に韓国のコンテンツ産業をコントロールとした場合のグラフを示す．韓国の事業所統

計データでは付加価値がわからず,雇用者数しか取れないので,雇用者数の伸び率について

グラフを描いた．図５がそれである．

ロフエアユース導入前回フエアユース導入後
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図４フエアユース導入前後(1992年)の実質付加価値の伸び率：台湾

伸び率は５年間の伸び率
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雇用者数については，資本労‘働比率や生産性の伸びがあると産業が成長していても雇用

者数は減少することがあるので,図４ほど単調な雇用増加傾向は期待できない．たとえば，

図５で台湾の遊園地・テーマパーク産業の雇用者数の伸び率がフェアユース導入後に急減

している．図４で遊園地・テーマパークの付加価値伸び率は増えているのに雇用者数伸び

率が減っているのは,大型の設備を使った遊園地が増え,少ない雇用者数で多くの顧客を呼

べるようになったためと推測される．

この事例からわかるように，問題とすべきは個々の産業の雇用者数が伸びたかどうかよ

りも，コントロールである韓国のコンテンツ産業との比較でどうかということである．そこ

で比較してみると，遊園地テーマパークについては図５に見るように韓国でも１９９２年以降

は雇用伸び率が減少しており，近年の雇用伸び率の低下は，フェアユースの導入とは関係の

ない遊園地・テーマパーク産業に共通の現象と解釈できる．

音楽産業以外の他の産業について韓国との比較を行う．まず,韓国のコンテンツ産業では

１９９２年以後は伸び率が大きく低下した産業が多い．映画製作，映画配給，個人アーテイス

GLOCOMReviewll:１(82）
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映画製作

映画配給
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ラジオ放送

テレビ放送
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図５フエアユース導入（1992年）前後の雇用者数の伸び率

(伸び率は５年間の伸び率，比較対象の韓国はフェアユース導入せず）
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卜，テーマパークの４産業の伸び率が大きく低下している．これに対して台湾の場合，伸び

率が大きく低下しているのは音楽演奏とテーマパーク２産業のみで，逆にテレビ・ラジオ

放送，テレビ・ラジオ番組制作，舞台芸術の３つが大きく伸び率を上昇させている．全体と

して台湾のコンテンツ産業の伸び率の上昇のほうが顕著であるように見える．ただし，この

グラフだけでは明瞭ではないので,統計的に確かめる必要がある．そこでパネル回帰を行う．

4．パネル回帰

全体の傾向を見るため，次式をパネル推定する

yit＝ｂ＊FUD'nt＋ｂ'＊FUDCit＋ci＊ｔｉｍｅ＋ｄ＊csmpt＋ｕｉ＋eiｔ

被説明変数ｙは事業所統計での実質付加価値の伸び率と雇用者数の伸び率の二種類を使

う．付加価'値の実質化の際のデフレータには，コンテンツ産業については「エンターテイン

メントサービス」の価格指数を，パーソナルサービス産業については「その他サービス」の

価格指数を使った（医療のみ医療サービスの価格指数を使用)．雇用者数は正規雇用・非正

規雇用を含む全雇用者数である．

本稿の分析趣旨のためには，被説明変数は実質付加価値がもっとも望ましい．が，残念な

がら韓国の事業所統計の産業細分類では付加価値の記載がないので，雇用者数で代替する．

雇用者数は資本労働比率や生産性の変化の影響を受けやすい難点があるが，その反面，作品

のあたりはずれが大きいコンテンツ産業にあって長期趨勢を付加価値より正しく反映する

利点がある５．

時間トレンドｔｉｍｅの係数はサービスの種類ごとに異なるので，係数ciはサービスｉに依

存する．結果として産業の数だけトレンド係数が推定される．

また,マクロの景気動向を表す指標として実質個人消費支出の伸び率ｃｓｍｐを説明変数に

追加しておく．

フェアユースの効果を表すダミーは，１９９２年以降，すなわち１９９６年’2001年,2006年の

ときだけ１をとるダミー変数である．フェアユース導入の影響を受けるトリートメント群（

台湾のコンテンツ産業）のときだけ１をとるＦＵＤＴと，フェアユースに関連しないコント

ロール群（台湾のパーソナルサービス産業，あるいは韓国のコンテンツ産業）のときだけ１

をとるＦＵＤＣを用意し，両者の係数を比較する．

５付加価値の場合，たとえば観測年がたまたま映画のヒット作に恵まれた年であると，映画産業の付加価
値伸び率が趨勢以上に大きくなってしまうという問題がある．さらに付加価値では実質化の誤差がある．
映画やテレビなど個別産業ごとのデフレータは取得困難で，ここで用いたデフレータはかなり粗く，誤差
は避けられない雇用者数はその時々の作品のヒットにはすぐには反応せずに時間をかけて調整され，ま
たそもそも人数で実質値なのでデフレータの必要がない．したがって，付加価値にあった問題が発生しな
い‐

1１
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FUDTit:フェアユースに関連した産業について，１９９２年以降１をとるダミー

（台湾のコンテンツ産業について１９９２年以降１をとるダミー）

FUDCiL:フエアユースと関連しない産業について，１９９２年以降１をとるダミー

（台湾のパーソナルサービス産業について１９９２年以降１をとるダミー）

（韓国のコンテンツ産業について１９９２年以降１を取るダミー）

フェアユースのトリートメント群ＦＵＤＴの係数のみが有意であるか，あるいは両方有意で

も，トリートメント群のＦＵＤＴの係数がコントロール群ＦＵＤＣの係数より有意に大きけ

れば，フェアユース導入がコンテンツ産業の生産活動を増やしたことになる．

推定はパネル推定の固定効果モデルで行う．産業の規模の差が大きいので，産業規模（平

均実質付加価値額，あるいは雇用者数）でウエイトをつけて回帰する．

まず，台湾のパーソナルサービス産業をコントロールとしたときの推定結果を表３に示

す．

まず，トレンド変数はほとんどが負であり，ほとんどの産業で成長率が低下傾向にある．

これは計測期間中に台湾が高度成長から安定成長に移行し，経済全体の成長率が低下した

からである．産業ごとの水準の差を取り除いたあとの決定係数（withｉｎ回帰の決定係数）

は0.447と0.501で，ミクロデータヘの回帰としては妥当な範囲である．

焦点となるコンテンツ産業のフェアユース導入ダミーの係数は，実質付加価･値では2.26,

雇用者数では１．０９で》いずれも有意に正の値である．これに対しコントロールであるパー

ソナルサービス産業の同時期ダミーの係数0.18,‐0.06はいずれも有意でないコンテンツ

産業の係数とパーソナルサービス産業の係数が等しいかどうかを検定すると，ｐ値は0.011

と0.004で，有意水準５％で係数が等しいという帰無仮説が棄却される．すなわち，係数に

は有意に差がある．したがって，フェアユース導入によってコンテンツ産業の伸び率は上昇

したと言ってよい．

係数の差（２２６‐０．１８)，（１．０９‐（-0.06））を５で割って年率に換算すると０．４２と０．２３

となるので，フエアユースの導入は成長率を付加価，値で４２％ポイント，雇用者数なら２３％

ポイント引き上げることになる．この値は直感的にはやや大きすぎる．一つの理由は図３ｂ

の映画館の例のように低下傾向にあった伸び率が１９９２年以降逆転して伸びている例があ

るからである．もうひとつの理由としては説明変数としてトレンドと消費支出以外の変数

を使っていないため，まだ説明変数が不足している可能性もあるだろう．
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表３Casel:コントロールとして台湾のパーソナルサービス産業をとったとき固定効果パネ

ル推定、各産業の規模（付加価値額あるいは雇用者数）でウエイト付け
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次にコントロールとして韓国のコンテンツ産業を使った場合を見てみよう．表４その推定

結果である．韓国については雇用者数しかデータがないので回帰は一本だけである．

韓国のコンテンツ産業は計測期間中，伸び率が上昇気味であり，これを反映して韓国のコ

ンテンツ産業の時間トレンドは正のものが多くなっている．

焦点であるフェアユース導入ダミーの係数は，台湾では１．３９で正の値をとって有意であ

るのに対し，韓国では０．２２で有意ではない両国の係数が等しいことを帰無仮説にして検

定するとｐ値0.0031で棄却されるので，台湾の係数は韓国の係数より有意に大きいと言っ

てよい．すなわち，台湾のコンテンツ産業の伸び率は，フェアユースの導入によって，韓国
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品
《

のコンテンツ産業と比べて高まった．

上昇1幅の差を年率換算すると，（1.33‐0.22)／５＝０．２３となり，フエアユース導入によっ

て雇用者数の伸び率は２３％ポイント増加する．この値はコントロールとして台湾のパーソ

ナルサービス産業を使った表３での雇用者数回帰のときの値とほぼ一致しており，推定値

の信頼性を高めるものである．

表４Case2:コントロールとして韓国のコンテンツ産業をとったとき

固定効果パネル推定、各産業の規模（雇用者数）でウエイト付け
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台湾では，フェアユースの導入によってコンテンツ産業の伸び率は上昇している．台湾の

他のパーソナルサービスと比較しても上昇しているし，韓国のコンテンツ産業と比較して

も上昇している．産業の伸び率が高まれば権利者の利益になるはずであるから，フェアユー

スの導入は権利者の利益を増やすだろう．GhafbleandGibert(2012)ではフェアユース導入

はコンテンツ産業の成長に有意な影響を与えないという消極的な結果だったのに対し，本

稿ではフェアユースはコンテンツ産業の成長率を上げるという積極的な結果が得られたこ

とになる．

伸び率の上昇幅は今回の推定では付加価値で４０％ポイント程度,雇用者数で２０％ポイン

ト程度である．この値はやや過大推定の嫌いがあるが，，仮に半分としても２０％，１０％であ

り大きな値である．近年になって，多くの国がアメリカ型フェアユース導入をはじめたのは

この利益に気づいたからと解釈することができる．日本におけるフェアユース導入の議論

は現在頓挫しているが，再度検討してもよいのではないかと思われる．
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